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茨城県鹿島地方における野菜産地の形成と変容 
 
山本  充 
 
Ⅰ．はじめに 
 
茨城県南東部に位置する鹿島地方は、第 2 次世界大戦後の経済成長から取り残され、関東に
おける北海道とも称されるほどの低開発地域であった。そこに鹿島臨海工業地帯が造成される
ことで、大きな変貌を遂げる。この地域における社会・経済上の広範にわたる変化の中に、主
要な野菜産地の形成が挙げられる。そして、鹿島地方は今日においても依然として、首都圏で
も有数の野菜産地として知られている。 
鹿島地方における野菜産地の形成は、鹿島開発に伴うものとみなされてきた。実際、野菜産
地としての成長は、鹿島開発の進展と軌を一にする。鹿島開発は、この地域の野菜産地の形成
にどのように影響したのだろうか。本稿では、野菜産地がどのように形成され維持されてきた
のか、加えて、産地形成が地域にどのような変化をもたらしてきたのか検討したい。 
鹿島地方では、1980 年代の産地形成期、現神栖市の旧波崎町において、主産地となったピー
マンを中心として野菜産地の形成とその要因や影響について現地調査に基づいて詳細に報告さ
れている（石井ほか, 1986; 田林ほか, 1986; 田林ほか 1988; 山本ほか, 1986; 山本ほか, 1989）。
筆者も関わったこれらの調査結果を再構成、再検討することで、野菜産地の形成とその変容を
整理する1。 
 
Ⅱ．鹿島開発以前の鹿嶋地方における伝統的農業 
 
１．伝統的農業の変遷と商品作物導入の萌芽 
鹿島地方は、太平洋沿岸にあって砂丘が発達し、半島状であることから陸上交通も不便であ
り、開発が遅れていた。近世初期、旧波崎町における集落は、銚子を利根川の対岸にみる南部
の波崎地区と利根川沿いに限定されていた。波崎地区は、銚子と同じように、漁業を中心とす
る集落であり、利根川沿いには、水田開発と利根川水運に関わる集落が立地していた。一方、
旧波崎町北部の砂丘地帯は、未利用の無高見捨地であったが、江戸時代中期以降、この砂丘地
帯において町人請負新田として開墾が進められた2。 
こうした新田集落のみならず、鹿島灘沿岸の農村にとって、農業と共に地曳網漁業が重要で
あった3。水揚げのほとんどは鰯であり、干鰯とされて肥料として用いられるばかりでなく、金
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肥としても需要があり移出された。 
明治期になっても、農業と漁業を組み合わせる生業に大きな変化はなかった。例えば、1911
（明治 44）年、旧波崎町北部の旧若松村には農家 411 戸があったが、専業は 29 戸に過ぎず、
兼業農家は 9 割を占めていた（若松村, 1909）。これは、ほとんどの農家が地曳網漁業に従事し
ていたことによる。しかしながら、明治中期以降、潮流の変化や沖合における揚網漁法の普及
によって地曳網漁が衰退していくことで、農業の比重が大きくなってくる。 
第１表は、旧若松村における 1909（明治 42）年以降の主要農産物の作付面積の推移を示して
いる。水稲が 300.5ha で最も作付けが多く、次いで、落花生が 143.3ha に上っていた。大麦 71. 
6ha、裸麦 67.0ha、小麦 13.4ha と麦類全体で 152.0ha であり、合わせて水稲に次いでいた。明治
期において、米麦類の生産は自給的な性格が強く、落花生4が重要な換金作物であった。しかし、
落花生は 1914（大正 3）年の青枯病の発生により大きな被害を受け、その作付面積は縮小する。
代わって、昭和初期以降、1960 年代初頭にかけて、商品作物として、甘藷と小麦の作付面積が
拡大した。 
甘藷は干魃に強い商品作物として明治期に落花生とともに導入されたが、当初、その作付面
積は落花生よりも小さかった。しかし、大正期以降、甘藷の作付面積が急速に拡大してきた。
これは、旧波崎町における澱粉製造業の発達に伴うものである。旧波崎町では、1907（明治 40）
年頃に澱粉製造業が進出し、昭和期にかけて、茨城県屈指の澱粉製造業の拠点となった。落花
生は、1950 年から 1960 年にかけて、新種の導入などによってやや持ち直し、甘薯と小麦は、
第 1表 旧若松村における主要農産物作付面積の推移 
作物名 
作付面積（10a） 
1909 年 1950 年 1960 年 
水 稲 3,005  3,361  2,919  
大 麦 716  259  678  
裸  麦 670  1,066  527  
小  麦 134  1,992  3,169  
甘 藷 340  2,789  3,624  
落 花 生 1,433  1,037  1,264  
西  瓜 33  125  640  
ピーマン － － 29  
メ ロ ン － 0  7  
（石井ほか,1986) 
*1909 年：若松村是, 1950 年,1960 年：農林業センサス 
*1960 年の面積においては、旧若松村から神栖町に編人された横瀬・長峰地区が
除かれる。 
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少なくとも 1960 年まで増加し続ける（第１表）。加えて、1960 年には、スイカの生産が増加し、
1950 年には 12.5ha にすぎなかったものが、1960 年には 64.0ha となっている。また、1960 年に
おいて、スイカとともに僅かながらもピーマンとメロンの生産がみられるようになる。 
旧波崎町におけるピーマン栽培は、1948 年頃にカリフォルニアワンダー種が露地で栽培され
たことを嚆矢とする。当初は、1 戸当たり 1～2a 程度の小規模な栽培で、神田や杉並など京浜
地方の市場へ、スイカやキュウリとともに少量が出荷されだけであった。ここに、その後の商
品作物の産地形成の萌芽をみることができよう。 
これらの商品作物は、地曳網漁衰退を補完すべく導入されたとみてとれる。ここで、商品作物
の導入を支えたものとして灌漑施設の普及が挙げられる。干害を受けやすい波崎においては、1933
（昭和８）年の干ばつを受けて干害対策小設備事業が実施されたが、それは後述する掘下田のわず
かの改良に寄与するのみであり、畑地灌漑が本格的に普及し始めたのは 1955 年頃からであった。
これによりスイカや他の果菜類をビニールハウスやトンネルで栽培する基盤が形成された。  
 
２．伝統的土地利用：「掘下田」景観の形成 
 明治初期における旧波崎町北部 S 集落周辺の土地利用を 1876（明治９）年の地引絵図から復
元した（第１図）。この図によると、宅地は図の中央付近にほぼ凝集している。一方、図の右上
の広い敷地は開墾請負者 S 宅であり、左下の短冊状の地割りは、この地域の開発に対抗して、
隣接する旧谷田部村の分家によって開墾されたものと想定される。また、砂浜の納屋は、漁業
が行われてきたことを示している。 
 田畑は方形の区画をもって林地の中に不規則に分散していることが特徴的である。砂丘地帯
において、田畑それぞれに適した微地形が選択され開墾されていくことで、こうした分布が形
成されたと考えられる。このうち、この地帯一帯の水田は「掘下田」と呼ばれる（中島, 1964）。
これは、松木を伐り払って根を掘り返し、加えて、下生えの芝を小切りにして、その下の砂を
２－３尺程度掘り出し、そこに芝を入れ、さらに、その芝の上に砂を入れてならし、天水を溜
めたものである。掘下田を造成する際に掘り出した砂は、周囲の畦に積み上げられ、土揚場と
呼ばれた。この土揚場を固定し、合わせて防風と防砂のために、松が植えられた。この松はま
た燃料源としても用いられたという。こうした掘下田という水田開発の方法もまた、水田の分
散をもたらしたといえる。 
 大正期以降も掘下田は維持されてきた。ただし、地下水面の低下や風砂により、少なくとも
一世代に 1 回は水田面を 15～20cm 掘り下げる必要があった。掘り出された砂は、周囲の土揚
場に積み上げていくことになるので、田の面と畦の比高が大きくなり、農作業はより困難になっ
ていった。 
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第１図 明治初期における S集落周辺の土地利用 
（石井ほか, 1986） 
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 一方、畑の方は水田よりも区画の数は少ないものの、水田と同様に分散して分布しており、
相対的に宅地に隣接した場所に多く位置する傾向にある。畑の場合、芝を切った上で砂を盛り
上げて、また、そこに芝をいれて幾度も掘り返すことで造成した。田 1 反歩の開墾には延べ 150
人が必要であったのに対し、畑 1 反歩には延べ 50 人の労力が求められたという。また、田であ
れ畑であれ、生産性は低く収量も不安定であった。 
 昭和 30 年代になって、ビニール水田が普及する。これは、掘り下げた水田の周囲にコンクリー
トを打ち込んだ上で、水田の底にビニールを敷き、その端をコンクリートに巻き付けて固定し、
ビニールの上に厚さ 50cm 程度の土壌をいれたものである。そして、灌水にはポンプによる揚
水を利用した。このように掘下田がビニール水田に置き換わったものの、松林の中に水田と畑
が点在する景観に基本的な変化はなかった。しかし、ビニール水田によって米の収量は安定し
た。 
 
Ⅲ．鹿島開発後の鹿島地方における野菜産地の形成 
 
１．施設における野菜生産の進展 
 旧波崎町においては、1960 年代前半までは、前章で示したような伝統的な農業が行われてい
た。しかしながら、1960 年代以降、栽培作物に大きな変化が生じる（第 2 表）。まず、この時
期、麦類とイモ類の栽培が縮小していった。これは、小麦とトウモロコシの輸入自由化5に伴い、
小麦とデンプン原料の甘藷の価格が下落したことによる。また、1969 年頃まで増加した稲も、
1970 年代に入って、米の生産調整により減少し始める。 
1960 年代において代わって増加したのはスイカであり、それを追って入れ替わるようにピー
マンの生産が伸張する。とりわけ経営規模の大きな農家が、麦類と甘藷、米の生産にスイカを
組み合わせ、一方、まず経営規模の小さな農家において、ピーマンが採用されていったという。 
当初、ピーマンは露地で栽培されたが、1956 年頃より、農業改良普及所の指導によって、割
竹を骨組みにしたビニールによる小トンネル栽培が始まる。これにより、晩霜を防ぐことがで
き、品質の低下も免れ、加えて収穫の時期を早くすることができた6。この小トンネルの採用に
より、品質が向上したばかりでなく収量も倍増した。次いで、1961 年頃より、大型のビニール
トンネルが導入される7。これにより、ピーマンの生育もよくなり、作業効率も高まった。ビニー
ルハウスの利用は、ピーマンのみならずキュウリ、トマト、スイカ、メロンの栽培にも奨励さ
れていた8。農家は、様々な作物の栽培を試みたが、ピーマンの実績が最も良かったといい、こ
うした試行錯誤の中で、ピーマンが選択されていった。 
さらに、1970 年代になって、パイプハウス9 が普及してくる。パイプハウスは間口が 5m 前 
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後であり、これを連棟にしたり、加温施設がつけられた。さらに、パイプハウスのビニールを
二重にして保温効果を高めたり、間口 18m で 10 列の畝をもつ大型ビニールハウスがつくられ
るようになる。なお、これらは、農業近代化資金の融資や県や町の利子補給を得て、そしてま
た、自己資本によっても行われたものである。 
1966 年の時点で既に、旧波崎町におけるピーマンの粗生産額は 3 億 1,800 万円で順位 1 位と
なり、ピーマンの栽培が主要な部門に成長してきたことがみてとれる。その後、1970 年代以降
も、町全体の農業粗生産額の 4 割から 5 割を占め、代表的な農産物の位置を維持してきた。生
産額と共に作付面積もまた、1965 年から 1975 年にかけて３倍近く増加し、1970 年代後半には、
1960 年代前半の５倍近くに達するまでとなった10。加えて、1975 年においてピーマンの施設面積
は 82.6ha であったが、1980 年には 168.1ha と倍増し、栽培農家も 521 戸から 711 戸となる。すな
わち、ピーマンの生産増大は、上述のように施設の導入によるところが大きい。1986 年、旧波崎
町におけるピーマン栽培農家は 760 戸となり、387.5ha の収穫延べ面積を有するまでになる11。 
 ピーマン生産の拡大は、多様な品種の導入によっても促された。1960 年代中頃、３月から 12
月にかけて長期間に収穫を可能とする『エース』種が導人される。しかし、1970 年代中頃から、
他産地、すなわち冷涼な気候を利用した抑制栽培により 8 月から 9 月にかけて出荷する長野県
や東北地方、そして温暖な気候から促成栽培が可能で、3 月から 4 月にかけて出荷できる高知
県、宮崎県などの産地が成長し、競合が生じてきた。そうした中、４月から７月にかけて収穫
できる半促成栽培種『トサグリーン』、８、９月から 12 月にかけて収穫できる抑制栽培種『サ
ンテル』が導入される。さらに、1970 年代後半になって、暖房施設のある施設内で栽培を行う
促成栽培種『さきがけ緑』が採用された。この『さきがけ緑』は、10 月から翌年の 7 月にかけ
て周年的に栽培が可能な品種である。 
このようなピーマン品種の多様化により、栽培期間が延長され周年出荷が可能となり、生産
量の増大がもたらされた。加えて、品種の選択により、ピーマンと他作物との組み合わせが容
易となった。ピーマンを経営の中心におく農家では、労働力や経営方針に応じて、複数品種の
ピーマンを組み合わせてピーマン栽培に特化したり、ピーマン栽培にスイカやメロンの栽培を
様々に組み合わせる複合経営をしたり柔軟に対応することが可能となった。 
 
２．鹿島地方における野菜産地形成の条件 
次に、上記のような産地が形成された諸条件を検討してみよう。 
まず、従来から、鹿島地方の自然環境がピーマンの栽培に適していると説明されてきた。鹿
島灘に面することでもたらされる温暖な気候、砂丘地帯における水はけがよく、連作障害が起
こりにくく、かつ肥料の効果が速い砂土や細砂土という自然条件がピーマンの生産に適してい
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るという。前述のように、こうした自然条件における農家による様々な作物の栽培の試みの中
で、ピーマンの適応性が見いだされたともいえる。加えて、高度経済成長期における食生活の
変化、西欧化によりピーマンの需要が増大したことも挙げられる。元来、そうした高い需要を
有する東京大都市圏にあって鹿島地方は周辺に位置していたが、道路網の整備と自動車の普及
によってアクセスが改善され、農産物の出荷の可能性が高まったともいえよう。 
 次に、産地形成における鹿島開発の影響を検証する。鹿島開発とは、鹿島臨海工業地帯の建
設をいう。この開発計画は、1960 年に茨城県によって提唱された『鹿島灘沿岸地域総合開発の
構想』に基づき、当時の運輸省が『鹿島人工港（試案）』を提示し、その後、1962 年にその案
に沿って茨城県が『鹿島臨海工業地帯造成計画』を作成し、翌年に決定した（奥野, 1985）。当
初の計画は、旧波崎町、旧神栖町、旧鹿島市を開発対象として、港湾と 3,300ha に及ぶ工業用
地を造成し、人口 25 万人の都市を創造するというものであった。そして、この事業を実施する
ための鹿島臨海工業地帯開発組合が設立される。ここにおいて、開発用地の取得は、６：４方
式あるいは鹿島方式と呼ばれるかたちで行われた。これは開発地域に土地を所有する全ての住
民から所有地の 4 割を買収するもので、旧神栖町では全ての農家が対象となり、旧波崎町にお
いては北部の一部の農家が対象となった。1969 年には鹿島港が開港し、その後、工業用地には、
鉄鋼・石油石炭・化学を始めとする企業が進出し、その数は 1981 年までで 54 社に上る。 
 むろんこの開発により、開発地域の周辺においては、兼業化が進展し、農業労働力の流出も
みられた。第３表にみられるように、旧波崎町においても、1960 年代から 1970 年代にかけて
兼業化、とりわけ、恒常的勤務が増加している。また、日雇・臨時雇の増加は、鹿島開発に伴
う土木・建設業務の増加によるものであり、開発の進行と完成とともに縮小している。 
一方で、鹿島開発は理念として『農工両全』を謳い、工業開発とともに、従来の６割に減少
した農地における農業経営の振興が図られた。1963 年には、茨城県が『鹿島臨海工業地帯造成
に伴う農業経営改善対策の構想』を策定する。経営面積が縮小したことに伴って収益を増やす
ために、商品作物の集約的栽培、キュウリやトマトやピーマンのビニールハウスやトンネル栽
培が目指すべき農業経営とされた。そして、そのために必要なビニールハウスやスプリンクラー
施設、ビニール水田など農家が新たに投資しようとする施設に対し、経費の５割を国や県が補
助した。農業経営改善対策事業に関する補助は、1983 年度までに総額約 20 億円が投ぜられて
いる。 
 むろん、こうした公的な助成が産地の形成に寄与したといえよう。しかしながら、鹿島開発
に先立って既に、農業改良普及所の技術指導のもとで、商品作物の導入の試みがなされてきた
し、自己資本によって設備の導入も図られてきた。新しい品種や栽培方法の導入は、鹿島開発
の有無に関わらず行われきたであろうと考えられ、鹿島開発は、それを促進する触媒となった 
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と評価できよう。 
 
３．施設園芸の進展に伴う土地利用変化 
鹿島開発に伴い、とりわけ波崎町の中央部から北部の砂丘地域において土地利用が大きく変
化した。波崎町における地目別面積をみると、1960 年においては、田 813ha、畑 1,557ha、宅
地 218ha、山林 1,789ha、原野 150ha、雑種地 232ha、その他の地目 2,188ha であったが、1983
年には、田 744ha、畑 1,162ha、宅地 817ha、山林 1,411ha、原野 140ha、雑種地 621ha、その他
1,929ha となった。田畑が減少し、代わって宅地が増加していることが明瞭である。 
実際に農地転用の動向をみると、波崎町北端では、1970 年代初期、貸家・アパートなど宅地
建設が顕著に行われ、次いで商店や事業所が立地した。加えて、農地から砂利採取用地への転
用もみられた。一方、南部においては、住宅地の造成と幹線道路沿いへの商業施設への転換が
主としてみられた。 
第２図は、第１図と同じ範囲の 1984 年時点における S 集落周辺の土地利用を示している。
かつては、林の中に不規則に小区画の掘下田や畑が分布していたが、林は縮小し大きな区画の
耕地が整然と規則的に配列する。長辺 80m 短辺 50m、面積 40a の区画された耕地は、1972 年か
ら旧波崎町において実施された圃場整備事業によってもたらされたものである12。 
この県営の圃場整備事業は、灌漑排水事業ならびに国営の農業水利事業とともに実施された。
この工事費は、受益者による 5 %の土地提供によってまかなわれた。道路や水路といった公共
施設用地を確保するために減歩 10%を加えて、農家は所有地の 15%を提供することとなった。こ
の事業の結果、道路が整備され、一筆の圃場も拡大し、かつ換地によって圃場が集団化された。
加えて、松林が伐採されたことで日照も確保された。これらが、施設園芸の促進、そして合理
化をもたらしたといえ、実際、より大型のビニールハウスの導入がみられる。 
 ビニールハウスが卓越し、その中でピーマンをはじめスイカ、メロンなど多くの種類の作物
が栽培されている。施設園芸の場合、管理上、労力を多く必要とすることもあり、ビニールハ
ウスは農家に隣接して位置する傾向にある。また、大型のビニールハウスの多くは加温設備を
装備していた。 
ビニールハウスを利用した施設園芸という集約的な利用がみられる一方で、多くの荒地が存
在することが特徴的である。ビニールハウスに対して荒地の多くは家屋から離れて位置する傾
向にある。各農家は土地集約的かつ労働集約的な施設園芸を行う中で、所有耕地の全てを利用
することができず、残存する耕地を放棄し、荒れ地とせざるをえない状況が生み出された。専
従労働力１人当たりの適正なピーマン作付面積は４月から 7 月に収穫する半促成栽培と 7 月か
ら 12 月上旬にかけて収穫する抑制栽培の組み合せの場合、14.6a である13。また、収穫最盛期 
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第 2図 1984 年における S 集落周辺の土地利用 
（石井ほか, 1986） 
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において若干の雇用労働力を使ったとしても、男性一人当たり約 20a が限度である14。従って、
多くの農家が専従労働力を 3 人前後有する状況において、農家一戸あたり栽培可能なビニール
ハウス面積は 50～60a となる。施設園芸の導入に伴う土地利用の集約化がみられる一方で、耕
作しきれない農地の荒地化という土地利用の粗放化もまたみられる。 
 都市近郊の農村においては、都市市場向けに野菜などの農産物を集約的に生産する農家が存
在する一方で、兼業に主として従事し、所有する農地は未利用地や駐車場などとして、粗放的
に維持するだけの農家も存在する（山本, 1994）。従って、集約的な土地利用と粗放的な土地利
用の混在は、都市近郊農村に典型的にみられる現象とされる。個々の農家の異なる農業経営に
よってもたらされる、こうした土地利用上の特色が、旧波崎町 S 集落周辺の場合、一戸の農家
それぞれの経営の中で創り出され、そして集落全体の特色となっている。 
 
Ⅳ．鹿島地方における野菜産地の持続性 
 
 これまでみてきたように 1960 年代から 1980 年代にかけて成長した野菜産地は、その後、ど
のような変容を遂げているだろうか。 
 第３表によると、1990 年以降、旧波崎町における農家数（販売農家）は大きく減少傾向にあ
り、1990 年と比較すると 2010 年には６割近くになっている。専業農家も同様に減少している
が、1990 年において４割程度であった専業農家率は、2010 年においても維持されている。全国
と比較しても極めて高い数字であり、農業経営にのみに依存する農家が存続していること、そ
して専業農家が経営を維持できる条件があることがみてとれる。 
 実際、第３図にみられるように、1990 年代以降、ピーマンの作付面積は、2000 年以降やや縮
小するものの、収穫量は増加傾向にある。1980 年代以降、今日に至るまで旧波崎町におけるピー
マン生産は持続的に行われている。 
 2015 年における東京中央卸売市場のピーマン取扱量をみても、旧波崎町を主産地とする茨城
県が大きなシェアを有している（第４図）。温暖な産地である宮崎県や、鹿児島県、高知県は、
冬期において出荷が多くなるが、夏期にはほとんど出荷がみられなくなる。逆に、冷涼な産地
である岩手県や福島県は、夏期に出荷が限定される。一方、茨城県の場合、５月頃と１０月頃
にピークがみられるが、年間を通して出荷がなされている。既述のように、旧波崎町を含む茨
城県では、ピーマンの周年的な生産を確立しており、東京市場においても一定の地位を築いて
いるといえる。 
 こうした現在におけるピーマン栽培の維持を、旧波崎町でもピーマンの主要産地である S 集
落にみてみよう。第５図は、第１図、第２図と同じ範囲の S 集落周辺における 2017 年時点の 
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第３図 1990 年代以降における旧波崎町におけるピーマン生産の推移 
（作物統計調査） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４図 東京中央卸売市場における 2015 年月別都道府県別ピーマン取扱量 
（東京中央卸売市場統計情報） 
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第５図 2017 年における S 集落周辺の土地利用 
（Google Earth, ZENRIN） 
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空中写真である。 
第２図と比較すると、基本的には、1984 年の時点の土地利用を継承していることがみてとれ
る。この空中写真において短冊を束ねたようにみえる部分がハウスであり、ピーマンを中心と
して、スイカやメロンも栽培される。家屋周辺にみられるハウスは、連棟型が多く、大型化が
進んでいることがわかる。面積としては多くないが、屋根の平らな背の低い構造物は、半陰地
性の千両栽培のために葦で編んで作った覆いであるガクヤであり、1984 年に栽培されていたと
ころの多くで栽培されている。しかし、ハウスに転換したところも見受けられる。 
耕地において比較的色の濃い箇所は水田であり、1984 年において水田であったところは依然
として水田として利用されていることがわかる。一方、耕地において色の薄い箇所は、普通畑
もわずかにはあるが、多くは耕作放棄地である。この耕作放棄地も、1984 年の時点で既に耕作
放棄地となっていたところである。しかし、耕作放棄地の一部が、ハウスとなっているところ
も見受けられる。 
この地区に関する限り、1984 年から今日まで農業的な土地利用に大きな変化はなく、ひいて
は農業経営も当時とそう変わらずに行われていると考えられる。ただし、ハウスの拡張は明ら
かであり、一部の農家においてピーマンを中心とした施設栽培への傾斜、規模拡大がみられる
といえよう。 
 
Ⅴ．おわりに 
 
茨城県鹿島地方において、野菜産地がどのように形成され維持されてきたのか、産地形成が
地域にどのような変化をもたらしてきたのか明らかにすることを試みた。 
鹿島地方の旧波崎町では、1960 年代からピーマンを中心として施設による野菜産地が形成さ
れてきた。ピーマンの栽培は、鹿島開発以前から行われてきた商品作物導入の試みの中で選択
されたものであり、農業改良普及所の指導のもとで新品種や栽培施設が導入されることで促進
された。鹿島開発は農業への公的助成をもたらすことで、産地形成を助長したといえる。施設
を伴う野菜産地の形成により、集約的な土地利用と粗放的な土地利用が混在する特異な景観が
生み出された。現在においても、農家の減少は続いているものの、ピーマンの生産は維持され、
合わせて独特な景観もまた維持されている。 
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注： 
1 本稿のとりわけⅡ章、Ⅲ章における具体的事実に関する記述は、石井ほか（1986）、田林ほか
（1986）、田林ほか（1988）、山本ほか（1986）、山本ほか（1989）による。煩雑となるため、引
用箇所ごとに典拠を示すことはしなかった。 
2 労働力を周辺農村に加えて、北陸、三河、八丈島などから入百姓というかたちで確保していた。 
3 鹿島灘の地曳網漁は九十九里浜と比べて小規模であり、網一艘に漁船 l 隻、漁夫 3～4 人の片
手廻しであった。その後、規模は網一艘につき漁船 2 隻、漁夫 40～50 人ほどに大型化する。 
4 落花生がいつ頃から栽培されはじめたか明らかではないが、1894（明治 27）年頃に千葉県干
潟地方から移入され、広まったとされる（石井ほか, 1986）。 
5 1954 年にアメリカと MSA 協定（軍事援助）が結ばれ、小麦輸入が大幅に拡大される。また、
1960 年には小麦貿易の自由化が行われた。 
6 播種は 1 月に始められ、2 月に移植、3 月下旬に定植されて、6 月下旬には収穫ができるよう
になった。 
7 間口が 27m、高さが 1.4～1.5m で、割竹の骨組を用いていたが、5m 間隔の木枠で補強されて
いた。このトンネルの中には畝が２本つくられ、それぞれの畝には２条のピーマンが植えられ、
さらに畝にはマルチがかけられた。ビニールはまたノリ網で覆われた。 
8 1964 年発行の神栖地区農業改良普及所「農業改良普及計画書」による。 
9 間口が 4.5m で畝が 3 列のものと、問口が 5.4m で畝が 4 列のものと 2 種類あった。 
10 『青果物共選所資料』による。 
11 『茨城県農業基本調査』による。 
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12 この地区では、1975 年から 1978 年にかけて実施された。一方、旧波崎町南部においては、
農家の反対により実施されなかった。 
13 関東農政局計画部資源課 1984．『昭和59年度営農改善対策推進調査報告書－鹿島南部地区－』
による。 
14 1984 年時点における S集落における聞き取りによる。 
